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清瀬市新校建設 

基本設計・実施設計業務委託 プロポーザル実施要領 

 
１ 基本事項 

（１）趣旨・目的 

清瀬市新校建設に係る基本設計・実施設計業務を委託するにあたり、「清瀬市新校開設に

向けた基本構想及び基本計画」（以下「基本計画」という。）に掲げた「清瀬市が目指す育

みたい資質・能力」の教育活動を実現するための設計図書を作成することを目的に、柔軟

かつ高度な創造力と技術力を保持する設計者を選定するため、公募型プロポーザルを実施

する。 

選定される設計者には、市民参加で策定した基本計画に謳われている設計与条件を整理

の上、市と協働しながら地域に永く親しまれる新たな小学校を実現することを求める。以

下、小学校づくりの力強いパートナー（設計者）の公募に係る手続きについて必要な事項

を定める。 

（２）業務概要 

① 委託業務名 清瀬市新校建設基本設計・実施設計業務委託 

② 業務内容  新たに整備する小学校の建設、既存清瀬小学校、体育館、プール、

清瀬中学校プールの解体及び校庭整備を実施するための基本設計及び実施設計業

務 

※ 詳細は、「清瀬市新校建設基本設計・実施設計業務委託仕様書（案）」、及び

「特記事項（案）」による。 

③ 発注者   清瀬市 

なお、本市は、清瀬市新校建設を推進する上で、発注者として不足している品質

管理、コスト管理、スケジュール管理などに関わる技術力を補完する目的で、建築

分野におけるアドバイザー方式（コンストラクション・マネジメント方式（以下、

「ＣＭ方式」という。））を採用している。 

④ 契約期間  契約締結日の翌日から令和９年３月３１日（予定）まで  

基本設計：契約締結日の翌日から令和８年３月３１日（予定）まで 

実施設計：基本設計完了後から令和９年３月３１日（予定）まで 

⑤ 構造・規模 延べ床面積１０，０００㎡程度 

⑥ 委託料（上限額）  ３００，０００，０００円（税込み） 

（内訳） 基本設計： ９０，０００，０００円（税込み） 

実施設計：２１０，０００，０００円（税込み） 

⑦ 計画概要 基本計画等による。 

  ⑧ 整備予定地の現況 以下の図表のとおり 
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 清瀬小学校 備考 

所在地 清瀬市中里五丁目７４１  

敷地面積 12,447.92m2 将来の道路拡幅予定地を除く 

都市計画  

 用途地域 第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域（南側道路端より 20mの範囲） 

北側隣地 第一種低層住居専用地域 

 

 

 

 

高度地区規制で受ける

高さ制限 

 建ぺい率 60％ 

 容積率 200％ 

 高度地区 第二種高度地区 

 防火地域 準防火地域 

 日影規制 ・第一種中高層住居専用地域 

GL+4.0m 3 時間－2時間（高さ10m を超える建築物が対象） 

・第二種中高層住居専用地域 

規制対象外 

・北側隣地 第一種低層住居専用地域 

GL+1.5m 4 時間－2.5 時間（高さ 10mを超える建築物が対象） 

人口 74,978 人（出典：住民基本台帳 令和６年８月１日時点） 

 

  

 

図 整備予定地 

表 整備予定地の現況 
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（３）本事業に求める設計者像 

① 創意工夫と情熱及び責任を持って取り組む設計者 

② ライフサイクルコスト（工事費・運営費・維持管理費）意識が高いと共に、維持

保全に対する配慮が行き渡った設計者 

③ 発注図書としての過不足や齟齬がない図面整備、適切な仕様・材料・機器の選定

など、質（設計技術力）の高い設計能力を持った設計者 

④ 基本計画を踏まえ、創造性と実現性（品質・機能確保）を両立できる設計者 

（４）選定方法と流れ 

設計者の選定は、次の①及び②の２回の審査を経て行う。評価は、技術者資料等の

客観的評価による一次審査、及び業務実施方針・技術提案等に対する技術提案書のプ

レゼンテーション及びヒアリングによる二次審査を通じて、清瀬市新校建設基本設

計・実施設計業務委託プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）にお

いて総合的に判断し、第１委託候補者（以下「最優秀者」という。）、第２委託候補者

（以下「優秀者」という。）を選定する。 

① 一次審査 

提出書類による審査委員会の委員の評価を踏まえ、参加表明書、技術者資料等の

提出者（以下「参加者」という。）の中から５者以下の候補者を一次審査通過者と

して選定する。 

② 二次審査 

二次審査では、一次審査の通過者が作成した技術提案書について、プレゼンテー

ション及びヒアリングを行う。その内容を踏まえて審査委員会が審査し、最優秀

者、優秀者を選定する。 

（５）審査委員会の構成 

設計者の選定は、下記の５名で構成される審査委員会が行う。 

所属・役職 

統括監 経営政策部長 

総務部長 

教育部長 

教育部参事 

清瀬小学校長 

                   （敬称略、順不同） 

（６）事務局 

所在地 〒２０４-８５１１東京都清瀬市中里５－８４２ 

担 当 清瀬市教育企画課 新校建設係  （担当）大野、若野 

電 話 ０４２－４９７－２５３８（直通） ＦＡＸ ０４２－４９５－３９４０ 

Ｅ‐mail kyo_kikaku@city.kiyose.lg.jp 

市ホームページ https://www.city.kiyose.lg.jp/ 
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（７）スケジュール 

 内   容 日   時 

① 実施要領等の公表（告示） 令和６年１１月１５日（金） 

② 
質疑書の提出期限（参加表明書、技術者

資料等） 

令和６年１１月２７日（水） 

午後４時まで 

③ 質問への回答 
令和６年１２月４日（水） 

午後４時までに清瀬市 HP 上で公表 

④ 
一次審査書類(参加表明書、技術者資料

等)の提出期限 

令和６年１２月１１日（水） 

午後４時まで 

⑤ 一次審査結果通知（書面通知） 
令和６年１２月１８日（水） 

参加頂いた方に書面で通知 

⑥ 現地見学会参加申込書の提出期限 
令和６年１２月２０日（金） 

午後４時まで 

⑦ 現地見学会 

令和６年１２月２５日（水） 

①午後 1時～ ②午後 3時～ 

令和６年１２月２６日（木） 

③午前10時～ ④午後1時～ ⑤午後

3時～ 

⑧ 質疑書の提出期限（技術提案書等） 
令和７年１月１０日（金） 

 午後４時まで 

⑨ 質問への回答 
令和７年１月１７日（金） 

午後４時までに清瀬市 HP 上で公表 

⑩ 
二次審査書類（技術提案書等）の提出期

限 

令和７年２月７日（金） 

 午後４時まで 

⑪ 
二次審査（プレゼンテーション・ヒアリ

ング） 
令和７年２月２０日（木） 

⑫ 二次審査結果通知 令和７年２月下旬頃 

⑬ 最優秀者、優秀者の公表  
令和７年２月下旬頃 

清瀬市 HP 上で公表 

⑭ 契約予定日 令和７年３月中旬頃 

（８）資料類の配布 

① 配布資料 

・様式集 

資料１ 清瀬市新校建設基本設計・実施設計業務委託仕様書（案） 

資料２ 基本設計業務委託特記事項（案） 

資料３ 実施設計業務委託特記事項（案） 

資料４ 清瀬市新校開設に向けた基本構想及び基本計画（令和６年３月策定） 

資料５ 清瀬市新校開設に向けた基本構想及び基本計画に関する報告書 

資料６ 既存施設閲覧可能図書リスト 
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資料７ 「新校開設に向けた基本構想及び基本計画」策定後の新校校舎配置位置等 

の検証結果 

② 配布方法  

各資料は清瀬市の公式ホームページに掲載するので必要に応じてダウンロードす

ること。ＵＲＬは本要領 1.（６）を参照すること。 

（９）資料の閲覧 

① 閲覧可能資料  

・既存施設閲覧可能図書リスト 資料６参照 

② 閲覧可能期間及び時間  

令和６年１１月２２日（金）から１２月６日（金）までの平日の午前１０時から

午後４時までの間で事前に電話予約を受け付けた時間帯とする。 

③ 閲覧場所 

清瀬市役所 2 階 16 番窓口 教育企画課（予め閲覧の予約を電話で行うこと。） 

（１０）現地見学会  

本整備事業では、周辺環境の確認、隣接する中学校との連携、新校建設中における

児童の安全性、および授業の継続性確保のため、解体工事と新たに整備する新校建設

のローリング計画が必要なことから、現在の計画敷地状況を確認する機会を設けるこ

ととする。なお、本見学会は一次審査通過者それぞれに実施するものとし、その出席

は書類審査等における評価の対象とはしない。 

① 日時      令和６年１２月２５日（水）①午後1時～ ②午後3時～ 

令和６年１２月２６日（木）③午前10時～ ④午後1時～  

⑤午後3時～ 

② 集合場所    清瀬市役所2階16番窓口 教育企画課 

③ 参加可能人数  一次審査通過者それぞれ３名までとする。 

④ 申し込み方法  一次審査通過者は、現地見学会参加申込書（様式１１）に必要

事項を記入し、令和６年１２月２０日（金）午後４時までに、事務局へ提出、または

電子メールで提出すること。必ず第三希望日時まで記入すること。応募者それぞれの

希望日時が重複する場合、事務局にて決定する。 

⑤ 注意事項    現地見学会当日は、質疑はできない。また、当日参加しない応

募者が、後日現地見学を希望する場合、相談には応じないので注

意すること。 

 

２ 参加資格 

基本計画に示す事業コンセプト、市民参画の考え方や施設計画を実現できる能力を持

つ設計者、本要領１．（３）に記載する設計者を選定するため、参加資格を有する者は、

次の（１）～（９）に掲げる要件に全て該当するものであり、かつ（１０）を満たすも

のとする。 

（１）建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく、一級建築士事務

所登録をしていること。また、建築士法第１０条第１項の規定による処分を受けてい

るものが所属していないこと。 
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（２）平成２１年４月１日以降に、延べ床面積６，０００㎡以上の国又は地方公共団体が

発注した小学校（令和６年国土交通省告示第８号別添２による建築物の類型第七号の

第１類建築物（他の類型との複合用施設の場合は、建築物の延べ床面積のうち過半を

超える面積が七の第１類）の用途であるものに限る。）の新築、増築又は改築（ただし、

工事対象範囲の床面積が 6,000 ㎡以上とする。）に関する基本設計及び実施設計業務

を元請けで受託し、告示日現在において当該設計業務が完了している実績を有するこ

と。 

（３）本業務委託契約の締結までに、応募者が所属または代表する法人が清瀬市契約事務

規則第３４条に規定する指名競争参加資格を有すること。（東京都電子自治体共同運営

電子調達サービスによる建設工事等競争入札参加資格において、申請種目「建築設計

（１１）」の「清瀬市」の競争入札参加資格を有すること。） 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

こと。 

（５）清瀬市指名競争入札参加者指名停止基準に基づく指名停止中でないこと。 

（６）不渡り手形の発行等により金融機関からの取引を停止されていないこと。 

（７）破産法（平成 16 年法律第 75 号）の規定に基づく破産の申立て、会社更生法（平成 

14 年法律第 154 号）の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成 11 

年法律第 225 号）の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

（８）清瀬市契約における暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加資格停止措置を受けて 

いないこと。 

（９）提出した書類の記載事項に虚偽がないこと。 

（１０）参加における制限 

① 参加者からの応募は１点のみとする。 

② 参加者は連名による応募はできない。 

③ 参加者は管理技術者及び建築（総合）分野以外の分野において、他の設計事務所等

（以下「協力事務所」という。）の協力を得ることができる。なお、参加者は他の参

加者の所属事務所及び協力事務所となることはできない。 

④ 次に掲げる者は、本設計提案に応募することはできない。また、参加者は次に掲げ

る者から直接又は間接的に支援を受けることはできない。 

ア 審査委員会委員及びその家族 

イ 審査委員会委員及びその家族が主宰、役員、顧問及び所属をしている組織に所属

する者 

ウ 審査委員会委員が大学に所属する場合において、その審査委員会委員の研究室に

現に所属する者 

エ 発注者の組織に所属する者並びにＣＭ業務受託者と資本的な関係がある組織に

所属する者 

 

３ 業務実施上の条件 

（１）分担業務分野の再委託 

①  統括及び建築（総合）分野の再委託は禁止する。ただし、主たる業務以外の部分
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（トレース、パース等）については、この限りでない。 

②  構造分野の再委託を行う場合は、構造分野の再委託先に、設計への関与ができる

建築士法第１０条の２第１項に規定する構造設計一級建築士が所属していること。 

③  設備分野の再委託を行う場合は、設備分野の再委託先に、設計への関与ができる

建築士法第１０条の２第２項に規定する設備設計一級建築士が所属していること。 

（２）配置予定技術者（設計業務） 

 参加者は次に定める実績及び資格を有する技術者を各１名ずつ配置すること。また、 

配置予定技術者の兼務はしないこと。 

①  管理技術者 

ア 以下のいずれかの資格を有すること。  

（ア）一級建築士 

（イ）技術士 総合技術監理部門（建設部門） 

（ウ）技術士 （建設部門） 

イ 参加者の組織に所属していること。 

ウ 参加表明書の受付日以前に参加者と３カ月以上の雇用関係があること。 

② 建築（総合）担当主任技術者 

ア 一級建築士の資格を有すること。 

イ 参加者の組織に所属していること。 

ウ 参加申出書の受付日以前に参加者と３カ月以上の雇用関係があること。 

③  建築（構造）担当主任技術者 

 構造設計一級建築士又は一級建築士の資格を有する者 

④  電気設備担当主任技術者 

 建築設備士又は技術士（電気電子部門）の資格を有すること。ただし、電気設備

担当主任技術者、機械設備担当主任技術者のいずれかは、設備設計一級建築士の資

格を有すること。 

⑤  機械設備担当主任技術者 

 建築設備士又は技術士（衛生工学部門）の資格を有すること。ただし、電気設備

担当主任技術者、機械設備担当主任技術者のいずれかは、設備設計一級建築士の資

格を有すること。 

⑥  管理技術者及び窓口業務を行う者（管理技術者を兼ねてもよい）は、参加者の組

織に所属していること。 

⑦  管理技術者・担当主任技術者の経歴等（様式５）に記入を求める各担当主任技術

者は、それぞれ１名であること。 

⑧  管理技術者は、管理技術者・担当主任技術者の経歴等（様式５）に記入を求める

各担当主任技術者を兼任していないこと。 

⑨  管理技術者・担当主任技術者の経歴等（様式５）に記入を求める建築（総合）担

当主任技術者は、記入を求める他の分担業務分野の担当主任技術者を兼任していな

いこと。 

※ 「担当主任技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における技術者を

総括する役割を担う者をいうものとする。 
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※ 分担業務分野の分類は、令和６年国土交通省告示第八号において示される下表

の範囲とする。 

分担業務分野 業務内容 

建築（総合） 告示第八号別添１第１項第１号ロ（１）において示される表

中（１）「総合」 

構造 同上（２）「構造」 

電気設備 同上（３）「設備」のうち、（ⅰ）「電気設備」 

機械設備 同上（３）「設備」のうち、（ⅱ）「給排水衛生設備」、

（ⅲ）「空気調和設備」及び（ⅳ）「昇降機等」 

 

４ 一次審査書類(参加表明書、技術者資料等)の提出 

（１）提出方法等 

①  提出期限内に事務局まで直接持参又は郵送により提出すること。 

②  持参による提出については、平日（土日、祝日を除く）の午前９時から午後４時

までの時間帯で受領する。 

③  郵送及び宅配については、封筒などの表面に、「清瀬市新校建設設計者プロポー

ザル参加申込書在中」と朱書きすること。この場合、参加表明書受領書（様式１）

の写しの返信用封筒を同封すること。（定型サイズの封筒に応募者の住所、氏名、

郵便番号を明記のうえ、１１０円切手を貼付すること。） 

④  提出書類の受領確認を行い次第、参加表明書受領書（様式１）の写しを前記

（１）③の封筒で送付する。ただし、持参の場合はその場で交付する。 

⑤  送料は応募者負担とする。受取人払いについては受付けない。 

⑥  発注者は、郵送及び宅配中の破損、遅延などの責任を負わない。 

⑦  使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量法

（平成４年法律第５１号）に定める単位とする。 

（２）提出期限 

令和６年１２月１１日（水）午後４時まで（事務局必着） 

（３）提出書類及び提出部数 

提出書類は以下の書類とし、指定の様式に基づき作成すること。 

 提出書類 様式 部数 

① 参加表明書 １ １ 

② 一次審査書類届出書 ２ １ 

③ 参加者に所属する技術者数及び有資格者数 ３ １０ 

④ 参加者の同種・類似業務実績、受賞歴 ４－１,２ １０ 

⑤ 管理技術者・担当主任技術者の経歴等 ５－１～５ １０ 

⑥ 協力事務所 ６ １０ 

⑦ 各技術者資料に添付する資格・実績確認等書類 ― １ 

⑧ 
提出資料の電子データ（ＰＤＦ形式）を保存し

たＤＶＤ－Ｒ 

― １ 
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（４）参加表明書等に関する質問の受付及び回答 

 質問は、質疑書（様式１０）により電子メールにて事務局に送付すること。また、回

答は、とりまとめの上、清瀬市ホームページで公開する。なお、公正を期するため、

電子メールのみで受け付けし、電話などによる個別の質問は受け付けない。 

なお、質問への回答は、本実施要領の追加変更又は修正として、実施要領と同等また

は置き換えるものとする。 

① 提出期限 令和６年１１月２７日（水）午後４時 

② 回答日  令和６年１２月４日（水） 

③ その他  電子メールにおける表題は、【清瀬市新校建設設計者選定プロポーザ

ル 質問票（会社名）】とし、本要領１.（６）事務局メールアドレ

スにExcelデータ（様式１０）を送信すること。尚、誤送信などトラ

ブルの責任は負わないので十分注意すること。 

（５）提出書類の記入上の留意事項 

① 参加表明書 （様式１） 

（ア）代表者印を押印の上、提出すること。 

（イ）別添１（様式１関係）に記載の添付書類を提出すること。 

  ② 一次審査書類届出書（様式２） 

  （ア）代表者印を押印の上、提出すること。 

③ 参加者に所属する技術者数及び有資格者数（様式３） 

（ア）当該参加者の技術職員・資格について記入すること。 

（イ）対象とする資格は、技術士、一級建築士、構造設計一級建築士、設備設計一級

建築士等、様式３に記載の資格とする。また、複数の資格を有する職員について

は、いずれか一つの資格の保有者として記入すること。 

④ 参加者の同種・類似業務実績、受賞歴（様式４－１,４－２） 

次の（ア）、（イ）に該当する同種又は類似の業務実績について５件以内で記入 

すること。業務実績とは、基本設計業務又は実施設計業務を元請で受託してい 

る実績（平成２１年４月１日以降に当該業務が完了したもの）を最低１件含み（参 

加資格要件）、施設の完成は問わない。実績が複数ある場合は、同種業務の実績 

を優先し、規模の大きいものから記入すること。 

なお、記入した業務については契約書（鑑）の写し、業務の完了が確認できる図 

面（業務実績に該当する用途部分がわかるように色付け。）の書類を提出してく 

ださい。 

（ア）同種業務実績  

平成２１年４月１日以降に、国又は地方公共団体が発注した、令和６年国土交

通省告示第８号別添２による建築物の類型第七号の第１類建築物（小学校）延べ

床面積６，０００㎡以上の新築、増築又は改築（ただし、工事対象範囲の床面積

が6,000 ㎡以上とする）による公共施設に関する業務実績を対象とする。 

 (イ) 類似業務実績  

平成２１年４月１日以降に、令和６年国土交通省告示第８号別添２による建築

物の類型第七号の第１類建築物の新築、増築又は改築の施設に関する業務実績を
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対象とする。 

（ウ）該当する業務実績については、次のとおり記入すること。 

１）受注形態の欄には、単独又は協力（協力事務所としての参画）の別を記入す

ること。 

２）協力の場合は、受注者名欄に元請企業名を記入すること。ＪＶの場合は、主

たる企業名を括弧書きで記入すること。 

３）施設の概要の欄には、〔構造種別－地上階数／地下階数、延床面積を記入す

ること。〔例：ＲＣ－５Ｆ／Ｂ１、○○㎡〕 

（エ）参加者が設計した建築物に関する受賞歴が有る場合、その受賞名及び受賞年月 

日を記入し、受賞歴が確認できる書類の写しを提出すること。 

（様式４－２) 

（オ）受賞歴の対象は竣工した建築物で、日本建築学会、建築設計・工業デザインに 

関する各種団体、公益・公共機関等が行う建築コンクール等の受賞実績とする。 

（カ）審査において建築物の用途や受賞の内容等を総合的に判断し、「同種」を「類 

似」又は「実績なし」と、また「類似」を「実績なし」と、更に「受賞歴」を    

「受賞歴なし」として評価することがある。 

⑤ 管理技術者・担当主任技術者の経歴等（様式５－１～５－５） 

本業務を担当する管理技術者及び記入を求める各専門分野の担当主任技術者につ

いて、次に従い記入すること。また、業務実績及び記入件数は、５件以内とする。 

（ア）経験年数、資格名称 

１）各技術者について、当該参加者との雇用関係を証明する資料（健康保険証の

写し等）を添付すること。なお、参加表明書の受付日以前における当該参加者

との直接的かつ恒常的な３カ月以上の雇用関係を必要とする。 

２）各技術者について、記入した資格を証する資料（資格者証の写し等）を添付

すること。 

（イ）同種・類似業務実績、受賞歴 

１）同種・類似業務の内容は、上記④と同様とする。 

２）該当する業務実績については、上記④(ウ)に倣って記入し、併せて関わった

分担業務分野及び立場（管理技術者、担当主任技術者、担当技術者又はこれら

に準じる立場）を記入すること。 

 

⑥ 協力事務所の名称等（様式６） 

分担業務分野を再委託する協力事務所がある場合は提出すること。分担業務分野

には、構造、電気設備、機械設備、又は参加者において新たに追加する分担業務分

野（ユニバーサルデザイン、インテリアデザイン、照明計画、コスト管理、施工計

画等）を記入し、協力事務所の名称、所在地及び代表者並びに協力を受ける内容及

び理由について記入すること。 
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５ 二次審査書類(技術提案書等)の提出 

 一次審査通過者は下記に従い、技術提案書を提出すること。 

 

（１）提出書類及び提出部数 

提出書類は以下の書類とし、指定の様式に基づき作成すること。 

 提出書類 様式 部数 

① 二次審査書類届出書 ７ １ 

② 

業務実施方針 

（１）設計チーム体制とその特長について 

（２）全体業務スケジュールについて 

（３）設計の取組方針について 

（４）品質管理、コスト管理方法について 

８ １５ 

③ 

技術提案書（特定テーマ） 

（１）学校施設計画の考え方について 

（２）敷地活用の考え方について 

（３）自由意見 

 

９－１ 

９－２ 

９－３ 
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④ 価格提案書（見積書及び内訳書） 任意 ３ 

⑤ 
技術提案書の電子データ（ＰＤＦ形式）を保存したＤ

ＶＤ－Ｒ 
－ １ 

（２）技術提案書等の提出方法等 

提出書類は、本実施要領１.（６）事務局まで持参又は郵送すること。郵送する場合

は、配達証明付書留郵便とし、提出期限までに必着とする。持参の場合は、受領時に

事務局から提出書類受領確認書を提出する。 

（３）技術提案書等に関する質問の受付及び回答 

質問は、質疑書（様式１０）によりExcelデータを電子メールにて事務局に送付する

こと。また、回答は、とりまとめの上、清瀬市ホームページで公開する。なお、公正

を期するため、電子メールのみで受け付けし、電話などによる個別の質問は受け付け

ない。 

 なお、質問への回答は、本実施要領の追加、変更又は修正として実施要領と同等又

は置き換えるものとする。 

① 受付期限 令和７年１月１０日（金）午後４時 

② 回答日  令和７年１月１７日（金）午後４時 

③ その他  電子メールにおける表題は、【清瀬市新校建設設計者選定プロポーザ

ル 質疑書（会社名）】とし、本要項１.（６）事務局メールアドレ

スに送信すること。尚、誤送信などトラブルの責任は負えないので、

十分注意すること。 

（４）提出方法 

一次書類(参加表明書、技術者資料等)の提出に準じた方法とすること。 
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（５）提出期限 

令和７年２月７日（金）午後４時まで （事務局必着） 

（６）提出書類の記入上の留意事項 

① 二次審査書類届出書（様式７） 

    代表者印を押印の上、提出すること。 

② 業務実施方針（様式８）、技術提案書（様式９－１～９－３） 

提案書は、基本計画及び下表に記載の内容を踏まえたうえで、以下の【業務実施

方針】テーマ(１)～(４)、【技術提案】テーマ(１)～(３)について求める。 

テーマ 内 容 

【業務実施方針】 

（１） 設計チーム体制とその

特長について 

次に掲げる項目について提案すること。 

・業務期間中、発注者と共に歩む「パートナー」とし

ての在り方 

・設計を進めるうえで重要と考える価値観 

・チームメンバーの強み、魅力について 

【業務実施方針】 

（２）全体業務スケジュール

について 

重要なマイルストーンを記した業務工程を提案するこ

と。 

【業務実施方針】 

（３）設計の取組方針につい

て 

次に掲げる項目について重要と考える内容を提案す

ること。 

・本業務におけるミッション 

・学校、行政、市民の意見集約、合意形成 

・優先すべき設計条件の引き出し方と、構築するため

の手法 

【業務実施方針】 

（４）品質管理、コスト管理

方法について 

次に掲げる項目について重要と考える内容を提案す

ること。 

・業務品質管理 

・予算と品質に応じたイニシャルコスト管理 

・適切なランニングコストの実現 

・容易な保守メンテナンスの実現 

【技術提案】 

（１）学校施設計画の考え方に

ついて 

次に掲げる項目について重要と考える内容を提案す

ること。 

・清瀬市が目指す新しい学校施設の在り方 

・地域でつくり、支える学校づくりの在り方 

・平常時、及び非常時における学校施設の安全性 

・地球環境に配慮した学校施設の在り方 

【技術提案】 

（２）敷地活用の考え方につい

て 

次に掲げる項目について重要と考える内容を提案す

ること。 

・新校舎、体育館、校庭、学童クラブ配置の考え方 

・周辺環境、近隣への配慮事項 
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・建設工事期間中の安全管理、及び学校運営上への配

慮事項 

・新校校舎完成後の中学校との連携について 

【技術提案】 

（３）自由意見 

上記、業務実施方針、特定テーマ以外で、主張した

いと考える内容を提案すること。 

 

③ 技術提案書作成上の注意事項 

（ア）業務実施方針については、(１)(２) (３)(４)をまとめて１枚とすること。

（Ａ３片面横使い） 

（イ）特定テーマについての技術提案は、(１)(２)を１枚ずつ（いずれもＡ３片面

横使い）、テーマ(３)は１枚（Ａ４片面横使い）とすること。 

（ウ）文字の大きさは１０．５ポイント以上とすること。また、文章を補完す 

るための写真、イラスト及びイメージ図は使用できるが、設計の内容が著しく

具体的に表現されたものとならないよう注意すること。視覚的表現は、国土交通省

大臣官房官庁営繕部「技術提案における視覚的表現の取扱いについて」（平成３０

年４月２日事務連絡）を参考として資料を作成すること。（著しく設計の内容が表

現されていると認められる場合は、資料の修正を依頼、または、減点対象となる場

合がある。） 

（エ）プレゼンテーションは匿名で実施する。技術提案書には提案者（協力会社 

含む）が特定できる内容の記述(社名や実績の名称など)はしないこと。 

（オ）使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨及び計量法に定める単

位とする。 

（カ）プレゼンテーション及びヒアリングについての詳細は、６.（３）を参照する

こと。 

④ 価格提案書（見積書及び内訳書） 

本件業務に係る見積金額を税込み（税率１０％）で記入すること。宛先は「清瀬

市長 澁谷 桂司」とし、様式は任意とする。また、妥当性を確認するために基

本設計業務と実施設計業務に係る内訳書を添付すること。 

  



 

１４ 

 

６ 審査における評価項目 

（１）一次審査 評価項目 

一次審査における評価項目は、次の評価表による。 

評価項目 
評価事項 

配点 
 評価基準 

（１） 

会社概要の

評価 

技術職員数 技術職員数を評価する。 

３０ 
有資格者数 有資格者数を評価する。 

同種・類似業務実

績、受賞歴 

同種・類似業務の実績について、件数、規模、受賞

歴等を評価する。 

（２） 

配置予定技

術者の資

格・技術力

の評価 

専門分野の技術者

の資格 

各担当分野について、

資格の内容を評価す

る。 

管理技術者 

５０ 

担当主任

技術者 

建築（総合） 

建築（構造） 

電気設備 

機械設備 

経験年数 
実務経験年数を評価

する。 

管理技術者 

担当主任

技術者 

建築（総合） 

建築（構造） 

電気設備 

機械設備 

同種・類似業務の実

績 

管理技術者、各担当主

任技術者について、実

績ごとに評価する。 

①同種・類似業務の実

績 

②従事した立場 

管理技術者 

担当主任

技術者 

建築（総合） 

建築（構造） 

電気設備 

機械設備 

 ※加点項目 

加点項目 
加点事項 

配点 
 加点基準 

社会貢献度 
女性の活躍推進、次

世代育成支援 

「女性活躍推進企業」、「子育てサポート企業」と

して認定（「えるぼし」、「くるみん」）を受けて

いる事業者を評価する。 

１０ 

 

（２）二次審査 評価項目 

二次審査における評価項目は、次の評価表による。 
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評価項目 
評価事項 

配点 
 評価基準 

業務実施方

針の評価 

（１）設計チーム

体制とその特長に

ついて 

・基本計画の内容を踏まえた学校整備の考え方に

対し、発注者のパートナーとしてあるべき考え方が

提案されている点について、業務の理解度を含めて

評価する。 

・発注者の意図を的確に反映できる能力が備わっ

ているか、これまでの設計業務実績での具体的で

実現性のある取り組み内容について評価する。 

６０ 
（２）全体業務ス

ケジュールについ

て 

・基本設計・実施設計における適切な作業工程、

官公庁協議、庁内合意形成に配慮した具体的な重

点管理項目について評価する。 

（３）設計の取組

方針について 

・基本計画の内容を踏まえた学校整備の考え方に

対し、具体的な目標や業務の進め方、手法が提案

されている点について評価する。 

（４）品質管理、

コスト管理方法に

ついて 

・業務品質の管理方針、イニシャル・ランニング

コストの管理方針、及び維持管理保全の方針につ

いて評価する。 

技術提案の

評価 

（１）学校施設計

画の考え方につい

て 

・基本計画の内容を踏まえた学校整備の考え方に

ついて、その的確性（基本計画との整合性が取れて

いるか等）に対して提案されている点について評価

する。 

２５ 

（２）敷地活用の

考え方について 

・周辺環境との関わり方、動線計画上の配慮、既

存・将来に対する清瀬中学校との連携や学童クラ

ブの配置に対して提案されている点について評価

する。 

２５ 

（３）自由意見 独自の視点、技術、提案、手法等、特筆すべき点に

ついて評価する。 
１０ 

プレゼンテ

ーション・ヒ

アリングの

評価 

業務実施方針・技

術提案書の説明 

 

（１）業務実施方

針について 

（２）学校施設計

画の考え方につい

て 

（３）敷地活用の

考え方について 

（４）自由意見 

説明者の経験に基づく知識・能力、意欲・積極性や、

提案内容を踏まえ、基本計画の理解度等について総

合的に評価する。 

１００ 



 

１６ 

（３）プレゼンテーション及びヒアリング 

① 一次審査の通過者によるプレゼンテーションと審査委員会によるヒアリングを行

う。１者につき５０分（入退場準備等５分、プレゼンテーション２０分、ヒアリング

２５分）を想定している。プレゼンテーションの日程（時刻）や場所等については、

別途プレゼンテーション参加要請書にて通知する。 

（ア）日時    令和７年２月２０日（木） 

（イ）集合場所   清瀬市役所 2階 16 番窓口 教育企画課 

（ウ）参加可能人数  当該業務に従事予定の管理技術者を含む５名までとする。 

（エ）その他 

１）会場にはプロジェクター（※音声無）及びスクリーン等が設営する。パソ 

コン、その他説明に必要なものは持参すること。 

   ２）プレゼンテーション及びヒアリングをビデオで録画し、市役所ホームページで 

公開する予定。 

   ３）新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じるほか、状況により開催方法等 

が変更となる場合がある。 

② 公開プレゼンテーションにおける留意事項 

    提出した技術提案書をパワーポイント等に数枚で分かりやすくまとめること。こ

の際のページ数は限定しないが、原則として事前に提出した内容への追記・変更は

認められない。 

 （ア）技術提案書の説明 

    様式８の業務実施方針、様式９－１、９－２、９－３の特定テーマについてご説

明すること。 

  （イ）プレゼンテーションは匿名で実施する。 

  （ウ）プレゼンテーション説明者は当該業務に従事する技術者とすること。 

③ 注意事項 

（ア）会場は一般市民に公開する。傍聴者へのわかりやすい表現にも配慮すること。 

（イ）会場への誘導は、集合場所から係員の指示に従うこと。 

（ウ）会場入場後、選定委員の紹介ないので、速やかに準備・説明をはじめること。 

（エ）模型・パネル等の持ち込みは不可とする。 

（オ）プレゼンテーション及びヒアリングに出席しない場合は、参加意思がないもの

とみなし、原則として審査の対象としない。 

 

７ 審査結果の通知及び公表 

（１）一次審査結果 

一次審査の結果、選定されなかった者に対しては、選定されなかった旨を書面にて

郵送で通知する。選定された者に対しては、プレゼンテーション参加要請書を書面に

て郵送で通知する。なお、結果については、参加者数及び１次審査選定者数を清瀬市

ホームページで公表する。 

（２）二次審査結果 

二次審査の結果、最優秀者又は優秀者に選定されなかった者に対しては、選定され
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なかった旨を書面にて郵送で通知する。最優秀者及び優秀者に選定された者に対して

は、選定通知を書面にて郵送で通知する。なお、結果については、最優秀者及び優秀

者の参加者名を清瀬市ホームページに公表する。 

 

８ 失格 

次のいずれかに該当する場合には、失格となることがある。 

（１）提出資料等が本要領の提出方法に適合しない場合 

（２）提出資料等が本要領に示された条件に適合しない場合 

（３）提出資料等に虚偽の内容が記載されている場合 

（４）審査委員会の委員に不当な働き掛けをした場合 

（５）審査の公平さに影響を与える行為があったと認められる場合 

（６）２次審査のいずれかの評価項目において評価に値しなかった場合 

（７）その他本要領に反すると認められた場合 

 

９ 業務契約 

（１）契約手続き 

事務局は、プロポーザルにおいて最優秀者として審査された者から別途見積書の提

出を求め、契約の交渉を行う。なお、この手続に参加した者が、告示日から最優秀者

の選定までの間に、清瀬市から競争参加資格停止又は競争参加資格除外の措置を受け

た場合、その者についてはこの手続の対象とせず、又は契約の締結を行わないことが

ある。また、最優秀者に事故等があり、契約の交渉が不可能となった場合は、優秀者

を契約交渉の相手方とする。 

（２）業務委託金額 

予算合計額 ：３００，０００，０００円（税込み） 

（内訳）基本設計 ： ９０，０００，０００円 

実施設計 ：２１０，０００，０００円 

※ 予算額の内訳金額（基本設計及び実施設計）には、本実施要領に定める仕様書、

特記事項（案）に定める業務、業務実施方針書、及び技術提案書の内容を含むものと

する。 

（３）契約に係る業務内容 

契約に係る業務の詳細については、「清瀬市新校建設基本設計・実施設計業務委託

仕様書（案）」及び「特記事項（案）」によるものとする。 

（４）履行期間 

基本設計：契約締結日の翌日から令和８年３月３１日（予定）まで 

実施設計：基本設計完了後から令和９年３月３１日（予定）まで 

（５）委託料の支払い 

① 清瀬市新校建設基本設計の完了後に基本設計の成果物の引渡しを受け、監督員の

検収において認められた後に委託金額を支払うものとする。 

② 清瀬市新校建設実施設計の完了後、計画通知の受領を確認したうえで、実施設計

の成果物の引渡しを受け、監督員の検収において認められた後に当該成果物に対す
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る委託金額を支払うものとする。 

（６）契約者 

清瀬市 

（７）契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（８）その他 

  設計業務の実施に当たっては、清瀬市が推進する事業運営に誠意を持って対応し

協力することとする。 

 

１０ その他 

（１）辞退について 

プレゼンテーションへの参加を要請された者が、これを辞退する場合は、書面（書

式自由）により、令和７年１月３１日（金）までに事務局まで持参又は郵送するこ

と。なお、辞退した場合でも、これを理由として以後の清瀬市の業務発注等に不利益

な扱いを受けることはない。 

（２）参加に係る費用 

 本件プロポーザルの参加に係る費用は、全て参加者の負担とする。 

（３）追加資料 

提出受付期限以降における提出資料の追加、差替え及び再提出は原則として認めな

い。ただし、清瀬市が提出書類等の確認のため、追加の資料提出を求めた場合は、こ

の限りではない。 

また、本業務の実施に当たっては、提出資料に記入した配置予定の管理技術者及び

担当主任技術者を原則として変更することはできない。ただし、疾病、死亡、退職等

のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの承諾を

清瀬市から得るものとする。 

（４）提出書類の扱い 

① 提出された参加表明書等は返却しない。 

② 提出資料は、審査を行う作業に必要な場合において複製を作成する。 

③ 提出資料及びその複製は、審査以外は提出者に無断で使用しないものとする。 

ただし、清瀬市は、最優秀者に選定された参加者の技術提案書等のうち、「特定

テーマ」（様式９－１、様式９－２、様式９－３）については、市議会、市民説明

会等への配布及び清瀬市ホームページにおいて公表できることとし、また、本プロ

ポーザルに関する記録として使用できるものとする。 

④ 提出があった企画提案書等は、原則、プロポーザル審査以外の用途に使用しな

い。ただし、清瀬市情報公開条例（平成13年清瀬市条例第20号。以下「条例」とい

う。）による公文書開示請求があった場合は、市が条例第7条に規定する不開示事

項に該当すると判断した情報を除き、原則、すべて開示するものとする。  提出

事業者において、企画提案書等に掲載する情報が開示にあたって支障がある情報で

ある場合は、企画提案書等とは別途に資料を調製し、その旨を当市プロポーザル担

当者に事前に通知した上で資料の提出を行うものとする。この場合において、市が
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条例に規定する不開示事項に該当しないと判断した場合は、この情報を開示する場

合もある。 

（５）異議申し立て 

審査の経緯及び結果についての異議の申立ては受け付けない。 


